
 第２号議案 

 

 

亀岡市個人情報保護条例の一部 

を改正する条例の制定について 

 

 亀岡市個人情報保護条例（平成１２年亀岡市条例第３７号）の一

部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

   平成２４年５月２９日提出 

 

             亀 岡 市 長  栗 山 正  

 

 

亀岡市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市個人情報保護条例（平成１２年亀岡市条例第３７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 目次中「第２５条」を「第２７条」に、「第２６条」を「第２８

条」に、 

「第５章 雑則（第２７条－第２９条の２） 

 第６章 罰則（第３０条－第３５条）  」を 

「第５章 事業者に対する措置（第２９条－第３１条） 

 第６章 雑則（第３２条－第３５条） 

 第７章 罰則（第３６条－第４１条）       」に改める。 

 第２条第２号中「国及び地方公共団体を除く。」を「国、独立行

政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５９号）第２条第１項に規定する独立行政法人

等をいう。以下同じ。）、地方公共団体及び地方独立行政法人（地

方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規

定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）を除く。以下「法人 
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等」という。」に改め、同条第３号ア中「法人その他の団体」を

「法人等」に改め、同条第５号イ中「前ア」を「ア」に改める。 

 第９条第２項各号列記以外の部分中「もの」を「者」に改め、同

項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 第１０条第１項ただし書の規定により、他の実施機関から個

人情報の提供を受けるとき。 

 第９条第３項中「前項第５号」を「前項第６号」に、「もの」を

「者」に改める。 

 第１０条中「当該実施機関は」を「実施機関は」に改め、同条第

１項第５号中「当該実施機関」を「実施機関」に改め、同号を第６

号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になると

き。 

 第１０条第２項中「もの」を「者」に、同条第３項中「第１項第

５号」を「第１項第６号」に改める。 

 第１１条第２項中「その他」を「その他の」に改める。 

 第１２条第１項中「もの」を「者」に改める。 

 第１３条第１項中「公文書に記録されている自己に係る個人情

報」を「自己を本人とする保有個人情報」に、「第１６条、第１７

条及び第１８条において同じ。以下「自己情報」という。」を「第

１７条、第１８条及び第１９条において同じ。」に改め、同条第２

項中「制限能力者」を「未成年者又は成年被後見人」に改め、同条

第３項中「第１６条、第１７条及び第１８条」を「第１７条、第 

１８条及び第１９条」に、「第２３条」を「第２５条」に改める。 

 第１４条を次のように改める。 

 （開示しないことができる保有個人情報） 

第１４条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に

掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれ

ている場合は、当該保有個人情報を開示しないことができる。 

⑴ 法令等の規定により、開示することができないとされている

情報 

⑵ 開示請求をした者（以下「開示請求者」という。）以外の個 
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人情報又は特定の個人を識別することはできないが、開示する

ことにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある情報。

ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として開示請求者が知ること

ができ、又は知ることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示する

ことが必要であると認められる情報 

ウ  当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第 

１２０号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法

人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第２項に規定

する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政

法人等の役員及び職員、地方公務員法第２条に規定する地方

公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職員をいう。）で

ある場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報で

あるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名及び

当該職務遂行の内容に係る部分 

⑶ 個人の評価、診断、判定、指導等に関する情報であって、開

示請求者に開示しないことが正当であると認められるもの 

⑷ 法人等に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する

情報であって、開示することにより、当該法人等又は当該事業

を営む個人の競争その他事業活動上の正当な利益を明らかに害

すると認められるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 人の生命、身体又は健康を、当該法人等又は当該事業を営

む個人の事業活動によって生ずる危害から保護するため、開

示することが必要と認められる情報 

イ 人の生活又は財産を、当該法人等又は当該事業を営む個人

の違法又は著しく不当な事業活動によって生ずる支障から保

護するため、開示することが必要と認められる情報 

⑸ 実施機関の内部、実施機関相互の間又は本市と国、独立行政

法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人（以下「国等」と

いう。）との間における審議、検討又は協議等に関する情報で

あって、開示することにより、率直な意見の交換又は意思決定 
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の中立性が不当に損なわれるおそれなど、開示することにより

公正な意思形成に著しい支障が生ずるおそれがあるもの 

⑹ 実施機関が行う許可、認可、争訟等その他事務事業に関する

情報であって、開示することにより、それらの事務事業の公正

かつ適切な執行を著しく妨げるおそれがあるもの 

⑺ 市と国等との間における協議、依頼、協力等により行う事務

に関して実施機関が保有する情報であって、開示することによ

り、市と国等との協力関係又は信頼関係を著しく損なうと認め

られるもの 

⑻ 開示することにより、人の生命、身体、財産等の保護又は犯

罪の予防、犯罪の捜査その他市民生活の安全に支障が生ずるお

それがある情報 

 第１５条第１項中「、前条各号のいずれかに該当する個人情報」

を「不開示情報」に、「当該部分を容易」を「不開示情報に該当す

る部分を容易」に改め、同条第２項中「前条各号のいずれかに該当

する」を「不開示情報を含む」に改める。 

 第３５条を第４１条とする。 

 第３４条中「第３０条、第３１条及び第３３条」を「第３６条、

第３７条及び前条」に改め、同条を第４０条とする。 

 第３３条を第３９条とする。 

 第３２条中「国及び地方公共団体」を「国、独立行政法人等、地

方公共団体及び地方独立行政法人」に改め、同条を第３８条とする。 

 第３１条を第３７条とし、第３０条を第３６条とする。 

 第６章を第７章とする。 

 第２９条の２中「規則」を「、規則」に改め、同条を第３５条と

する。 

 第２９条第２項中「自己情報」を「保有個人情報」に改め、同条

第３項中「その他これらに類する施設」を「その他の本市の施設」

に改め、同条を第３４条とする。 

 第２８条を第３３条とする。 

 第２７条中「保有個人情報の開示」を「個人情報の保護」に改め、

同条を第３２条とする。 
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 第５章を第６章とし、第４章の次に次の１章を加える。 

    第５章 事業者に対する措置 

 （説明又は資料提出の要請） 

第２９条 市長は、事業者が個人情報を不適正に取り扱っている疑

いがあると認めるときは、当該事業者に対し、事実を明らかにす

るため必要な限度において、説明又は資料の提出を要請すること

ができる。 

 （勧告） 

第３０条 市長は、事業者が個人情報を著しく不適正に取り扱って

いると認めるときは、審議会の意見を聴いた上で、当該事業者に

対し、その取扱いを是正するよう勧告することができる。 

 （事実の公表） 

第３１条 市長は、事業者が、第２９条の規定による要請に正当な

理由なく応じないとき又は前条の規定による勧告に従わないとき

は、審議会の意見を聴いた上で、その旨を公表することができる。

この場合において、審議会は、当該事業者の意見を聴取するもの

とする。 

 第２６条第１項中「第２０条第１項及び第２２条第１項」を「第

２１条第１項及び第２４条第１項」に、「審査会」を「亀岡市情報

公開・個人情報保護審査会」に改め、同条を第２８条とする。 

 第２５条中「第２１条」を「第２３条」に、「自己情報」を「保

有個人情報」に改め、同条を第２７条とする。 

 第２４条中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条を第 

２６条とする。 

 第２３条第１項中「に対し、当該実施機関が保有している自己情

報の取扱いが、」を「が自己を本人とする保有個人情報を」に、

「不適正である」を「取り扱っている」に、「当該自己情報」を

「当該保有個人情報」に改め、同条第２項第１号中「住所」の次に

「（法定代理人が法人である場合にあっては、その商号又は名称及

び住所並びにその代表者の氏名）」を加え、同項第２号中「自己情

報」を「保有個人情報」に改め、同条第３項中「第１９条第２項」

を「第２０条第２項」に改め、同条を第２５条とする。 
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 第２２条第１項中「第１６条の訂正、第１７条の削除及び第１８

条の利用中止」を「第１７条の訂正、第１８条の削除及び第１９条

の利用停止」に改め、同項に次のただし書を加える。 

 ただし、第２０条第３項の規定により補正を求めた場合にあっ

ては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

 第２２条第３項中「自己情報」を「保有個人情報」に改め、同条

第４項中「、訂正等」を「訂正等」に改め、同条を第２４条とする。 

 第２ １ 条第１ 項中「前 条 第１ 項」 を「 第 ２ １ 条 第１ 項 」に 、  

「、開示請求に係る個人情報」を「開示請求に係る保有個人情報」

に、「自己情報」を「当該保有個人情報」に改め、同条第２項中

「自己情報の開示の方法」を「前項の開示の方法」に改め、同項後

段を削り、同条を第２３条とする。 

 第２０条第１項中「前条第１項」を「第１３条第１項」に、「開

示の請求書の提出」を「開示請求」に改め、同項に次のただし書を

加える。 

 ただし、前条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、

当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

 第２０条第２項中「前項の」を削り、同条第３項中「個人情報」

を「保有個人情報」に改め、同条第４項前段に次のただし書を加え、

同条を第２１条とする。 

 ただし、前条第３項の規定による補正に要した日数は、当該期

間に算入しない。 

 第２１条の次に次の１条を加える。 

 （第三者情報の開示等） 

第２２条 実施機関は、開示決定等をしようとする場合において、

当該開示決定等に係る保有個人情報に国、独立行政法人等、地方

公共団体、地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（以下この

条において「第三者」という。）に関する情報が含まれていると

きは、あらかじめ、当該第三者の意見を聴くことができる。 

 第１９条第１項中「第１６条の訂正、第１７条の削除又は前条の

利用中止」を「第１７条の訂正、第１８条の削除又は前条の利用停

止（以下「開示等」という。）」に改め、「者」の次に「（以下 

 

2-6 



「開示等請求者」という。）」を加え、「請求書」を「書面（以下

「開示等請求書」という。）に改め、同項第１号中「住所」の次に

「（法定代理人が法人である場合にあっては、その商号又は名称及

び住所並びにその代表者の氏名）」を加え、同項第２号中「個人情

報」を「保有個人情報」に改め、同項第３号中「規則」を「、規

則」に改め、同条第２項中「前項の規定による請求書を提出しよう

とする者」を「開示等請求者」に、「自己情報」を「保有個人情

報」に改め、同項の次に次の１項を加え、同条を第２０条とする。 

３ 実施機関は、開示等請求書に形式上の不備があると認めるとき

は、開示等請求者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求め

ることができる。この場合において、実施機関は、開示等請求者

に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければなら

ない。 

 第１８条の見出し中「利用中止」を「利用停止」に改め、同条中

「実施機関が」を「、実施機関が」に改め、「よらないで」の次に

「自己を本人とする」を加え、「自己情報」を「当該保有個人情

報」に、「の中止」を「の停止」に、「利用中止」を「利用停止」

に改め、同条を第１９条とする。 

 第１７条中「実施機関が」を「、実施機関が」に改め、「よらな

いで」の次に「自己を本人とする保有」を加え、「自己情報」を

「当該保有個人情報」に改め、同条を第１８条とする。 

 第１６条中「実施機関の」を「、自己を本人とする」に、「自己

情報」を「当該保有個人情報」に改め、同条を第１７条とし、第 

１５条の次に次の１条を加える。 

 （保有個人情報の存否に関する情報） 

第１６条 実施機関は、開示請求者に対し、当該開示請求に係る保

有個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を

開示することとなるときは、当該保有個人情報の存否を明らかに

しないで、当該開示請求を拒否することができる。 

 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （亀岡市情報公開条例の一部改正） 

２ 亀岡市情報公開条例（平成１２年亀岡市条例第３２号）の一部

を次のように改正する。 

 第７条第２号ウを次のように改める。 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第

１２０号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政

法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第２項に

規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独

立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項に

規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び

職員、地方公務員法第２条に規定する地方公務員並びに地

方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第

１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）の役員及び職員をいう。）である場合に

おいて、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるとき

は、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名及び当該職

務遂行の内容に係る部分 

 第７条第３号中「国及び地方公共団体」を「国、独立行政法人

等、地方公共団体及び地方独立行政法人」に改め、同条第４号中

「他の地方公共団体又はこれらに準ずる団体」を「独立行政法人

等、地方公共団体及び地方独立行政法人」に改める。 

 第１３条中「地方公共団体」を「独立行政法人等、地方公共団

体、地方独立行政法人」に改める。 

 （亀岡市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

３ 亀岡市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１２年亀岡市

条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２６条第１項」を「第２８条第１項」に改める。 
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亀岡市個人情報保護条例の一部 

を改正する条例案要綱 

 

 

１ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律及び亀岡市情

報公開条例との整合を図り、保有個人情報の開示請求が多様化し

ている現状に適切に対応するため、所要の規定整備を図ること。 

 

２ この条例は、公布の日から施行すること。 
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